
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実績及び効果検証について

（単位：千円）

交付金充当額

1
低所得世帯支援給付金給付事業【低

所得者世帯給付金】

低所得世帯（住民税非課税世帯等）に対して，１世帯あた

り３万円を給付するもの

【給付対象】

・令和5年度分の住民税非課税世帯

・令和4年度分の住民税非課税世帯

・令和5年1月以降の家計急変世帯

689,550 689,550 R5.6～R6.3 生活福祉課

2
低所得世帯支援給付金給付事業（事

務費）
低所得世帯への給付金（事業No.1）に係る事務費 57,185 57,185 R5.5～R6.1 生活福祉課

3
低所得世帯支援給付金給付事業（推

奨事業メニュー分）

No.1の事業について，市独自に対象を拡充し，給付を行う

もの

【給付対象】

・令和4年度均等割のみ課税世帯

・令和5年度均等割のみ課税世帯

108,780 108,780 R5.6～R6.3 生活福祉課

4
低所得世帯支援給付金給付事業（推

奨事業メニュー分）
低所得世帯への給付金（事業No.3）に係る事務費 52,420 52,419 R5.5～R6.1 生活福祉課

5
子育て世帯生活支援特別給付金給付

事業

低所得の子育て世帯に対する生活支援として，児童１人に

つき５万円を給付するもの

【給付対象】

低所得の子育て世帯

（児童育成手当・就学援助・生活保護世帯）

57,500 56,850 R5.7～R6.3

物価高騰の影響を受ける低所得の子育て世帯へ給付す

ることができ，子育て世帯の生活負担軽減に寄与し

た。

・給付世帯数　771世帯

・対象児童数　1,150人

子ども家庭課

（現：子ども育成課）

コロナ禍における生活支援として，エネルギー・食料

品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ，住民税非

課税世帯等に対して支援を行うことで，家計への負担

を軽減することに寄与した。

・令和4年度均等割のみ課税世帯788件

・令和5年度均等割のみ課税世帯2,838件

事業名称No. 事業概要 所管課事業効果事業期間事業費

コロナ禍における生活支援として，エネルギー・食料

品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ，住民税非

課税世帯等に対して支援を行うことで，家計への負担

を軽減することに寄与した。

・令和5年度分の住民税非課税世帯22,874件

・令和4年度分の住民税非課税世帯67件

・令和5年1月以降の家計急変世帯44件



交付金充当額
事業名称No. 事業概要 所管課事業効果事業期間事業費

6
新型コロナウイルスワクチン接種に

係る移動支援事業

新型コロナウイルスワクチンを接種した65歳以上の方を対

象に，接種日の帰宅時に限り利用可能なタクシー券を配付

し，ワクチン接種後の副反応を配慮した安全安心の確保・

接種率の向上及び新型コロナウイルス感染症の拡大防止を

図るもの

【対象】

65歳以上の高齢者

5,782 5,769 R5.5～R6.3

重症化リスクの高い高齢者のワクチン接種を推進する

ため，タクシー利用券を配付することで円滑なワクチ

ン接種を推進することに寄与した。

・利用枚数　6,415枚

健康推進課

7

低所得の子育て世帯給付金事業（調

布っ子応援プロジェクト第8弾）（推

奨事業メニュー分）及び（通常分）

低所得の子育て世帯に対する生活支援として，児童１人に

つき５万円を給付するもの

【給付対象】

低所得の子育て世帯

（児童扶養手当受給世帯，児童手当又は特別児童扶養手当

を受給している市民税非課税世帯，児童育成手当受給世

帯，就学援助対象世帯，生活保護受給世帯）

200,560 159,564 R5.12～R6.3

物価高騰の影響を受ける低所得の子育て世帯へ給付す

ることができ，子育て世帯の生活負担軽減に寄与し

た。

・給付世帯数　2,566世帯

・対象児童数　4,002人

子ども家庭課

（現：子ども育成課）


